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原油価格高騰が物価および家計支出に与える影響 

 
世帯年収で異なる原油高騰による影響度 

～ インフレ率は 0.25～1.26％押し上げられ、実質賃金の下押し要因に ～ 

 

 

 

 
日本は原油のほぼ全量を輸入に依存しており、とりわけ中東はエネルギー供給を支え

る主要な調達先となっている。そのため、中東情勢の緊迫化にともなう原油価格の上

昇は、エネルギー価格の変動にとどまらず、企業の生産・輸送コストを通じて幅広い

財・サービスの価格に波及しやすい構造にある。足元では、2 月末以降の地政学的リ

スクの高まりを受けて中東産ドバイ原油価格が急騰しており、国内物価や家計への悪

影響が改めて懸念されている。 

原油高の影響は、ガソリンや灯油などのエネルギー価格に直接表れるだけでなく、物

流費や電力コストの上昇を通じて、消費者物価全体を押し上げる要因にもなる。とく

に、生活必需的な支出の割合が高い世帯では、物価上昇が家計に与える影響は相対的

に大きくなりやすい。こうした点を踏まえ、本レポートでは、原油価格が 20％、50％、

100％上昇する 3 つのシナリオを設定し、産業別の出荷価格、消費者物価、家計支出

への影響を試算した。 

 

 

【要約】 

1. 試算の結果、原油価格の上昇は石油製品や物流・電力コストを通じて幅広い価格に波及し、

消費者物価上昇率を 0.25～1.26ポイント押し上げることが見込まれる。 

2. 家計への影響をみると、二人以上の勤労者世帯の年間支出は最大で 5 万 388 円増加し、収

入が変わらない場合には実質的な購買力の低下につながる。 

3. とりわけ低所得世帯では、もともと家計に余裕が乏しいなかで追加負担が生じるため、影

響が相対的に大きい。原油高はすべての世帯に影響するが、その重さは世帯年収によって

異なる。 

 

 

1. 中東産原油価格の動向 

日本は原油の約 95％を中東からの輸入に依存している。2025年の輸入量は 1億 3,717万 kLで、

主な輸入先はアラブ首長国連邦（43.3％）、サウジアラビア（39.4％）、クウェート（6.2％）、カタ

ール（4.2％）、アメリカ合衆国（3.8％）であった。 

近年では、2022年 3月から 7月にかけて中東産ドバイ原油価格が 1バレル 100ドルを超える水

準まで上昇した。その後は緩やかに低下し、2025 年 4 月以降はおおむね 60 ドル台で推移してい

た。しかし、2月末以降の中東情勢の緊迫化を受けて、ドバイ原油のスポット価格は再び上昇して

いる。3 月 9 日には、取引の中心となる 5 月渡しが 1 バレル 124.90 ドル前後と、前週末比 30.10

ドル高い水準まで急騰した。10 日には 110.80 ドル前後へいったん低下したものの、16 日午後時

点では 147.90ドル前後まで上昇し、前週末比 9.30ドル高い水準で推移している。 
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そこで本レポートでは、原油価格上昇の影響を把握するため、以下の 3 つのシナリオを設定し

て国内の価格動向や家計への影響を分析した。 

シナリオ１：原油価格が 20％上昇 

シナリオ２：原油価格が 50％上昇 

シナリオ３：原油価格が 100％（2倍）上昇 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 各産業の出荷価格に与える影響 

原油価格が 20％（シナリオ 1）、50％（シナリオ 2）、100％（シナリオ 3）上昇した場合、多く

の産業で仕入れコストの増加が見込まれる。2020 年全国産業連関表によれば、輸入原油の販売先

の約 99％は、ガソリン、灯油、重油などを含む石油製品製造業向けである。また、石油製品製造

業が仕入れる原材料のうち 82.7％を原油が占めている。 

このため、原油価格の高騰は石油製品価格に大きく影響する。石油製品価格の上昇は、ガソリ

ンや重油を通じてバスなどの運輸業や火力発電由来の電力料金にも波及する。ただし、石油製品

の販売価格への転嫁率は 54.0％程度1であり、仕入れ価格の上昇分がそのまま最終価格に反映され

るわけではない。もっとも、石油製品価格の上昇は多くの産業のコストを押し上げ、最終的には

消費者物価にも影響を及ぼす。 

表 1 では、原油価格の上昇が各産業の出荷価格をどの程度押し上げるかを試算した結果を示し

た2。最も価格上昇が大きいのは、プラスチックや合成繊維の原料を含む「石油化学基礎製品」で

ある。シナリオ 1では 3.55％、シナリオ 2では 8.86％、シナリオ 3では 17.73％の上昇が見込ま

 
1 帝国データバンク、「価格転嫁に関する実態調査（2026年 2月）」（2026 年 3月 19 日発表） 
2 本レポートの試算は、「2020年産業連関表」「家計調査」（どちらも総務省）、帝国データバンクの調査結果

（脚注 1参照）を用いて算出した 

図１ 原油価格の推移（中東産ドバイ原油価格） 
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れる。 

これに続くのが、ポリスチレン、ナイロン、ポリエステル樹脂、塗料、農薬、合成洗剤などの原

料となる「石油化学系芳香族製品」、ならびに主としてアスファルトやセメント、樹脂などを用い

る「舗装材料」である。原油はエネルギー源としてだけでなく、素材産業の基礎原料でもあるた

め、その価格上昇は製造業を中心に幅広く波及しやすい点に留意が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 消費者物価への影響 

企業の出荷価格が上昇すると、その一部は最終的に消費者物価へ転嫁される。試算によれば、

消費者物価全体の上昇率は、シナリオ 1 で 0.25 ポイント、シナリオ 2 で 0.63 ポイント、シナリ

オ 3で 1.26ポイント押し上げられる見込みである（図 2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

品目別にみると、最も押し上げ幅が大きいのは「軽油」であり、次いで「ガソリン」「その他の

石油製品」「灯油」「液化石油ガス」が上位となった（表 2）。とりわけシナリオ 3では、「軽油」が

表１ 産業別の出荷価格の押し上げ率～上位 10産業～ 

（％）

産業 シナリオ１ シナリオ２ シナリオ３

1 石油化学基礎製品 3.55 8.86 17.73

2 石油化学系芳香族製品 2.69 6.72 13.43

3 舗装材料 2.68 6.69 13.38

4 熱可塑性樹脂 1.57 3.93 7.86

5 脂肪族中間物 1.47 3.67 7.34

6 航空輸送 1.34 3.36 6.72

7 砕石 1.16 2.89 5.78

8 環式中間物・合成染料・有機顔料 1.12 2.79 5.58

9 砂利・採石 1.07 2.68 5.36

10 合成ゴム 1.02 2.55 5.09

図２ 消費者物価上昇率の押し上げ幅 
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38.76％、「ガソリン」が 31.83％上昇すると見込まれる。これらのエネルギー価格の上昇は、直接

的な負担増にとどまらず、物流コストや生産コストの上昇を通じて、他の財・サービス価格の押

し上げ要因にもなり得る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 家計支出への影響 

原油価格の上昇は、家計にも大きな負担をもたらす。二人以上の勤労者世帯について年間支出

への影響を試算すると、シナリオ 1では 1万 78円、シナリオ 2では 2万 5,194円、シナリオ 3で

は 5 万 388 円の支出増加となる。収入が変わらないなかでの支出増であるため、家計にとっては

実質的な購買力の低下を意味する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに世帯年収別にみると、年収 200 万円未満の世帯では、シナリオ 1 で年 5,039 円、シナリ

オ 2で年 1万 2,597円、シナリオ 3で年 2万 5,194円の負担増となる見込みである（表 3）。もと

もと支出額が収入の 95％を超えるなかで追加負担が発生するため、低所得世帯ほど生活への影響

は重い。 

表２ 消費者物価の品目別押し上げ幅～上位 10品目～ 

（％）

産業 シナリオ１ シナリオ２ シナリオ３

1 軽油 7.75 19.38 38.76

2 ガソリン 6.37 15.91 31.83

3 その他の石油製品 5.55 13.87 27.73

4 灯油 5.05 12.64 25.27

5 液化石油ガス 2.14 5.35 10.70

6 航空輸送 0.92 2.29 4.58

7 舗装材料 0.82 2.04 4.08

8 バス 0.75 1.88 3.76

9 沿海・内水面輸送 0.74 1.85 3.70

10 道路貨物輸送（自家輸送を除く。） 0.56 1.39 2.79

図３ 家計における年間支出増加額（二人以上、勤労者世帯） 
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一方、年収 1,500 万円以上の世帯では、負担増加額は 1 万 7,384 円～8 万 6,919 円と大きいも

のの、平均消費性向の上昇幅は 0.5 ポイント程度にとどまる。金額ベースでは高所得世帯の負担

増も小さくないが、収入に占める比率でみれば、相対的な影響は低所得世帯の方が大きい。単身

世帯でも同様の傾向がみられる。 

このように、原油高の影響はすべての世帯に及ぶが、その重さは一様ではない。とくに低所得

層では、食料や光熱費など生活必需的な支出の割合が高いため、物価上昇の影響を受けやすい。

したがって、家計支援策を検討する際には、負担の絶対額だけでなく、家計に占める比率や可処

分所得の余裕度も踏まえる必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

おわりに 

原油価格の上昇は、企業のコスト増にとどまらず、物価上昇率を押し上げることで実質賃金を

下押しし、家計にも負担増という形で影響を及ぼす。とりわけ低所得世帯では、もともと家計に

余裕が乏しいため、負担感がより強まりやすい。 

また、中間層では平均消費性向の上昇幅が相対的に大きくなる傾向もみられる。これは、一定

の収入を有していても、エネルギーや生活必需品の価格上昇によって家計運営の余裕が削られや

すいことを示唆している。原油高の影響は世帯間で異なるため、政府の対策には一律の価格抑制

策だけでなく、影響の大きい層に重点を置いたきめ細かな対応が求められる。 

表３ 家計における年間支出増加額（二人以上、勤労者世帯）～世帯年収別～ 

年間消費支出増加分（円） 平均消費性向（％）

シナリオ１ シナリオ２ シナリオ３
基準年

（2025年）
シナリオ１ シナリオ２ シナリオ３

全体 10,078 25,194 50,388 52.6 52.8 53.0 53.3

世帯年収 200万円未満 5,039 12,597 25,194 95.2 95.5 95.8 96.4

200～250万円 5,795 14,487 28,973 76.7 76.9 77.1 77.6

250～300万円 6,802 17,006 34,012 77.1 77.3 77.6 78.1

300～350万円 6,802 17,006 34,012 71.1 71.2 71.5 71.9

350～400万円 7,054 17,636 35,272 66.7 66.8 67.1 67.5

400～450万円 7,306 18,266 36,531 63.0 63.2 63.4 63.8

450～500万円 7,810 19,525 39,051 64.6 64.7 65.0 65.4

500～550万円 8,062 20,155 40,310 61.5 61.7 61.9 62.3

550～600万円 8,314 20,785 41,570 58.9 59.1 59.3 59.7

600～650万円 8,566 21,415 42,830 55.7 55.9 56.1 56.4

650～700万円 9,070 22,675 45,349 56.3 56.4 56.6 57.0

700～750万円 9,574 23,934 47,869 55.9 56.0 56.2 56.6

750～800万円 9,826 24,564 49,128 52.7 52.8 53.0 53.4

800～900万円 10,330 25,824 51,648 51.3 51.4 51.6 51.9

900～1000万円 11,085 27,713 55,427 48.4 48.5 48.7 49.0

1000～1250万円 12,597 31,492 62,985 47.2 47.3 47.5 47.8

1250～1500万円 14,361 35,901 71,803 44.5 44.6 44.8 45.1

1500万円以上 17,384 43,460 86,919 40.6 40.7 40.8 41.1
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【 問い合わせ先 】 

 株式会社帝国データバンク 情報統括部 

窪田 剛士 

03-5919-9343  keiki@mail.tdb.co.jp 
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